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BIM/CIM 適用業務における新たな見積り様式に関する説明書 

 

BIM/CIM 適用業務における 3 次元モデルの作成等の費用については、モデルの作成対象となる

構造物等の設計条件等を明示して、見積依頼を行うこととされている。 

しかし、見積り費用の計上方法は定められた様式が無いため、計上方法にバラツキが生じてお

り、見積金額の妥当性を評価するのが難しい状況である。 

そこで、BIM/CIM 適用業務において、適切な BIM/CIM 費用の積算を実施すると共に、今後の標準

歩掛等の検討を行うため新たな見積り様式を策定する。 

本説明書は、BIM/CIM 適用業務における BIM/CIM 費用に関する見積書作成時の考え方を示した

ものである。  

 

1. 適用する BIM/CIM 業務 

 

 

【解説】 

「土木事業における BIM/CIM 適用に関する試行方針」及び同解説（令和６年４月１日以降に入

札契約手続きを開始する業務・工事から適用）によると、BIM/CIM 適用の対象範囲は、以下に示す

業務に該当するものとされている。 

 測量業務共通仕様書に基づき実施する測量業務 

 地質・土質調査業務共通仕様書に基づき実施する地質・土質調査業務 

 土木設計業務等共通仕様書に基づき実施する設計及び計画業務 

ただし、小規模なもの及び災害復旧工事等の緊急性を要する業務・工事を除く。 

なお、これによらず対象以外の業務・工事においても積極的な導入を推進するとされている。 

 

2. 適用する積算基準 

 

 

【解説】 

測量業務には「測量業務積算基準」、地質・土質調査業務には「地質調査積算基準」、設計及び

計画業務には「土木設計業務等積算基準」があり、それぞれの業務に必要な費用が計上されてい 

る。  

適用する BIM/CIM 適用業務は、土木設計業務等共通仕様書に基づき実施する設計及び計画業

務、及び、測量業務及び地質・土質調査業務とする。 

適用する積算基準について、測量業務は「測量業務積算基準」、地質・土質調査業務と設計及

び計画業務は「土木設計業務等積算基準」を用いる。 
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2.1. 測量業務積算基準 

測量業務積算基準において、測量業務に必要な費用として計上されているのは、図 2-1 のとお

りである。 

そのなかで、測量業務価格は、測量作業費と測量調査費に区分されている。 

 

図 2-1 測量業務費の構成 

 

2.1.1. 測量作業費 

測量作業費は、当該測量業務に必要な費用である。 

測量作業費に相当する業務に従事する測量技術者の職種区分定義は、図 2-2 のとおりである。

業務全般に精通する測量主任技師の包括的指示のもと、測量技師等が業務の計画、調査等を担当

する。 

 

図 2-2 測量技術者の職種区分定義 
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現地測量の数値地形図データファイル作成、UAV レーザ測量の三次元点群データファイルの作

成や数値地形図データファイルの作成については、標準歩掛が示されている。 

 

図 2-3 測量業務積算基準 1-2-71 現地測量の標準歩掛 

 

 

図 2-4 測量業務積算基準 1-2-84 UAV レーザ測量の標準歩掛 

 

2.1.2. まとめ：測量業務に適用する積算基準 

 

 

 標準歩掛がある測量作業費に相当する業務における数値地形図データファイルや三次元

点群データファイルの作成は、「測量業務積算基準」による。 



4 

 

2.2. 地質調査積算基準 

地質調査積算基準において、地質・土質調査業務に必要な費用として計上されているのは、図 

2-5 のとおりである。 

そのなかで、調査業務価格は、一般調査業務費と解析等調査業務費に区分されている。 

 

図 2-5 地質調査業務費の構成 

 

2.2.1. 一般調査業務費 

一般調査業務費は、当該地質調査に必要な費用である。 

一般調査業務費に相当する業務に従事する地質調査技術者の職種区分定義は図 2-6のとおりで

ある。地質調査技師、主任地質調査技師、地質調査員は、職種区分定義において、「ボーリング作

業の現場等における」と記載されており、３次元モデルの作成等に従事するものではない。 

 

図 2-6 地質調査技術者の職種区分定義 
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2.2.2.解析等調査業務費 

解析等調査業務費は、一般調査業務による調査資料等にもとづき、解析、判定、工法選定等高

度な技術力を要する業務を実施する費用である。 

地質縦断図作成等の解析業務については、解析等調査業務費に位置づけて「土木設計業務等積

算基準」によることが妥当である。 

 

図 2-7 地質調査業務 2-2-19 解析等調査業務 

 

 

2.2.3. まとめ：地質調査業務に適用する積算基準 

 

  

 ボーリング作業は「地質調査積算基準」を用いる。 

 地質縦断図作成等の解析業務については、解析等調査業務費に位置づけて「土木設計業務

等積算基準」による。 
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2.3. 設計及び計画業務 

土木設計業務等積算基準において、設計及び計画業務に必要な費用として計上されているのは、

図 2-8 のとおりである。 

 

図 2-8 土木設計業務等の業務委託料の構成（土木設計業務等積算基準） 

 

また、「設計業務委託等技術者単価」の参考資料による、設計業務等技術者の職種区分定義は図 

2-9 のとおりである。定型業務から非定型業務まで広く対応している。 

 

図 2-9 設計業務等技術者の職種区分定義（設計業務委託等技術者単価） 
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2.4. まとめ：BIM/CIM 業務で適用する積算基準 

BIM/CIM 業務で適用する積算基準を改めて整理すると以下のとおりである。 

 

 

 

3. 見積書で使用する技術者単価 

 

 

【解説】 

見積書に計上する人工積上げの技術者単価は、積算基準に「測量業務積算基準」を適用するも

のについては「測量業務」、「土木設計業務等積算基準」を適用するものについては、「設計業務」

を適用する。  

 

 

4. 見積書の構成 

 

 

【解説】 

見積書の構成は、「測量業務積算基準」又は「土木設計業務等積算基準」の構成とし、BIM/CIM

適用業務に要する委託料として運用する。 

 

BIM/CIM 適用の目的は、建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、調査・測量・設

計・施工・維持管理等の建設事業の各段階に携わる受・発注者のデータ活用・共有を容易にし、

建設事業全体における一連の建設生産・管理システムの効率化を図ることである。 

 

「直轄土木業務・工事における BIM/CIM 適用に関する実施方針」によると、３次元モデルの活

用については、業務ごとに発注者が３次元モデルの活用内容を明確にしたうえで、受注者が３次

元モデルを作成し、受・発注者で活用するものとしている。 

（測量業務） 

 標準歩掛がある測量作業費に相当する業務における数値地形図データファイルや三次元

点群データファイルの作成は、「測量業務積算基準」による。 

（地質調査業務） 

 地質縦断図作成等の解析業務については、「土木設計業務等積算基準」による。 

（設計及び計画業務） 

 「土木設計業務等積算基準」を用いる。 

見積書で使用する技術者単価は、設計業務委託等技術者単価のうち、「測量業務」又は「設計 

業務」適用する。 

見積書の構成は、「測量業務積算基準」又は「土木設計業務等積算基準」に応じた構成とす

る。 
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そのため、受・発注者間で活用内容及び３次元モデルの詳細な作成内容（作成範囲・詳細度・

属性情報等）を協議する必要がある。また、活用内容について、「義務項目」「推奨項目」を選定す

るとされている。 

 

３次元モデル作成に必要な経費については、※活用内容の実施に必要な経費を受注者からの見積

により計上する。実施内容及び費用については受・発注者間で事前協議を行うものとし、当該業

務において発注者が必要と認めるものに限り、費用計上の対象とする。 

※PC等の標準的な OA 機器費用（BIM/CIM に関するライセンス費用を含む）については計上しな

い。 

 

4.1. 測量業務積算基準を適用する場合の見積書の構成 

見積書の構成は、「測量業務積算基準」の構成とし、BIM/CIM 適用業務に要する委託料として運

用する。 

 

図 4-1 測量業務費の構成 

 

BIM/CIM を適用する測量業務の業務費は、次の方式により積算する。 

 

 

以下に、見積書の記載事項を示す。  

 

4.1.1. 測量作業費の積算 

測量作業費は、直接測量費、及び諸経費により求める。 

なお、成果検定費は、諸経費の対象とはしないことに留意すること。 

BIM/CIM を適用する測量業務費＝（測量業務価格）＋（消費税相当額） 

（測量業務価格）=（測量作業費）＋（測量調査費） 
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(1) 直接測量費のうち直接人件費 

BIM/CIM 実施計画書の作成、３次元モデルの作成、３次元モデルの変更、３次元モデルの活

用、３次元モデルの照査、BIM/CIM 実施報告書の作成について、表 4-1 に示す事項に留意して

直接人件費を計上する。  

1) BIM/CIM 実施計画書の作成 

BIM/CIM 実施計画書の作成にかかる費用を計上する。  

2) ３次元モデルの作成 

事前協議、BIM/CIM 実施計画書を踏まえて３次元モデルを作成するため、作成にかかる費用

を計上する。  

3) ３次元モデルの変更 

前段階での３次元モデルデータの変更にかかる費用を計上する。  

4) ３次元モデルの活用 

３次元モデルの活用にかかる費用を計上する。 

5) ３次元モデルの照査 

３次元モデルの照査にかかる費用を計上する。 

6) BIM/CIM 実施報告書の作成 

３次元モデルの照査、BIM/CIM 実施報告書の作成にかかる費用を計上する。 

 

表 4-1 直接人件費の項目と留意事項 

直接人件費の項目 留意事項 

BIM/CIM 実施計画書の作成  受注者は、事前協議の実施内容に基づき、BIM/CIM 活用に

あたっての必要事項を「BIM/CIM 実施計画書」に記載し、

発注者に提出することとされている。 

⇒別紙-3 「BIM/CIM 適用業務実施要領」 1.1 参照 

３次元モデルの作成  事前協議、BIM/CIM 実施計画書を踏まえて３次元モデルを

作成する。モデルの作成にかかる費用を計上する。 

３次元モデルの変更  前段階での３次元モデルデータがあり、３次元モデルデー

タ活用のための詳細度変更にかかる費用を計上する。 

３次元モデルの活用  作成した３次元モデルの活用（推奨項目の実施）にかかる

費用を計上する。 

３次元モデルの照査  作成した３次元モデルの照査を実施する。具体的には、事

前協議において決定した３次元モデルの目的、作成・更新

の範囲、詳細度、ファイル形式で作成されているか、ねじ

れや離れ等の不整合がないか等について確認すること。 

測量作業費＝（直接測量費）＋（間接測量費）＋（一般管理費等） 

＝（直接測量費）＋（諸経費） 

＝｛（直接測量費）－（成果検定費）｝×｛１＋（諸経費率）｝＋（成果検定費） 
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BIM/CIM 実施報告書の作成  「BIM/CIM 実施計画書」、「BIM/CIM 実施（変更）計画書」に

基づき、BIM/CIM を実施した結果を「BIM/CIM 実施報告書」

に記載する。 

⇒別紙-3 「BIM/CIM 適用業務実施要領」 1.2 参照 

 

(2) 直接測量費のうち直接人件費以外 

直接人件費以外の直接測量費は、表 4-2 に示す項目を算出する。なお、BIM/CIM 適用業務に

おける新たな見積り様式に記載する費用については、BIM/CIM 業務で必要な費用のみ計上する

こと。 

また、成果検定費は、諸経費の対象とはしないことに留意すること。 

 

表 4-2 直接測量費を構成する項目と算出方法 

直接測量費のうち直接人件費以外の項目 算出方法 

材料費 業務を実施するのに要する材料の費用で

ある。 

 積み上げ計上する。 

機械経費 業務に使用する機械に要する費用である。  「請負工事機械経費積算要領」

に基づいて積算するものを除

き、別途定める測量機械等損料

算定表等による。 

直接経費 (a)旅費交通費 業務にかかる旅費交通

費である。 

 計算式による。計算式は「積算

基準（参考資料）」を参照のこ

と。 

 (b)基地関係費 業務を実施するための

基地設置又は使用に要

する費用である。 

 積み上げ計上する。 

 (c)安全費 業務における安全対策

に要する費用である。 

 計算式による。計算式は「測量

業務積算基準」を参照のこと。 

 (d)電子成果品

作成費 

電子成果品作成に要す

る費用である。 

 計算式による。計算式は「測量

業務積算基準」を参照のこと。 

 (e)その他 器材運搬、伐木補償、車

借上料等に要する費用

である。 

 積み上げ計上する。 

技術管理費 (a)精度管理費 測量成果の精度を確保

するために行う検測、

精度管理表の作成及び

機械器具の検定等の費

用である。 

 計算式による。計算式は「測量

業務積算基準」を参照のこと。 

 (b)成果検定費 測量成果の検定を行う

ための費用である。 

 計算式による。計算式は「測量

業務積算基準」を参照のこと。 
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(3) 諸経費 

諸経費率は、「測量業務積算基準」の測量諸経費率を適用する。 

 

4.2. 土木設計等積算基準を適用する場合の見積書の構成 

見積書の構成は、「土木設計等積算基準」の構成とし、BIM/CIM 適用業務に要する設計及び計画

業務の業務委託料として運用する。業務委託料の構成は以下となる。 

 

図 4-2 委託料の構成 

 

したがって、BIM/CIM を適用する設計及び計画業務の業務委託料は次の方式により積算する。 

なお、BIM/CIM を適用する地質調査業務の「解析等調査業務費」についても、これを適用する。 

 

 

以下に、見積書の記載事項を示す。 

 

4.2.1. 直接人件費の積算 

BIM/CIM 実施計画書の作成、３次元モデルの作成、３次元モデルの変更、３次元モデルの活用、

３次元モデルの照査、BIM/CIM 実施報告書の作成について、表 4-3 に示す事項に留意して直接人

件費を計上する。  

1) BIM/CIM 実施計画書の作成 

BIM/CIM 実施計画書の作成にかかる費用を計上する。  

2) ３次元モデルの作成 

事前協議、BIM/CIM 実施計画書を踏まえて３次元モデルを作成するため、作成にかかる費用を

計上する。 

3) ３次元モデルの変更 

BIM/CIM を適用する設計及び計画業務の業務委託料＝（業務価格）＋（消費税相当額） 

（業務価格）＝（業務原価）＋（一般管理費等） 

＝（直接原価）＋（間接原価）＋（一般管理費等） 

＝（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）＋（一般管理費等） 
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前段階での３次元モデルデータの変更にかかる費用を計上する。 

4) ３次元モデルの活用 

３次元モデルの活用にかかる費用を計上する。  

5) ３次元モデルの照査 

３次元モデルの照査にかかる費用を計上する。  

6) BIM/CIM 実施報告書の作成 

３次元モデルの照査、BIM/CIM 実施報告書の作成にかかる費用を計上する。 

 

表 4-3 直接人件費の項目と留意事項 

直接人件費の項目 留意事項 

BIM/CIM 実施計画書の作成  受注者は、事前協議の実施内容に基づき、BIM/CIM 活用に

あたっての必要事項を「BIM/CIM 実施計画書」に記載し、

発注者に提出することとされている。 

⇒別紙-3 「BIM/CIM 適用業務実施要領」 1.1 参照 

３次元モデルの作成  事前協議、BIM/CIM 実施計画書を踏まえて３次元モデルを

作成する。モデルの作成にかかる費用を計上する。 

３次元モデルの変更  前段階での３次元モデルデータがあり、３次元モデルデー

タ活用のための詳細度変更にかかる費用を計上する。 

３次元モデルの活用  作成した３次元モデルの活用（推奨項目の実施）にかかる

費用を計上する。 

３次元モデルの照査  作成した３次元モデルの照査を実施する。具体的には、事

前協議において決定した３次元モデルの目的、作成・更新

の範囲、詳細度、ファイル形式で作成されているか、ねじ

れや離れ等の不整合がないか等について確認すること。 

BIM/CIM 実施報告書の作成  「BIM/CIM 実施計画書」、「BIM/CIM 実施（変更）計画書」に

基づき、BIM/CIM を実施した結果を「BIM/CIM 実施報告書」

に記載する。 

⇒別紙-3 「BIM/CIM 適用業務実施要領」 1.2 参照 

 

4.2.2 直接経費 

直接経費は、表 4-4 に示す項目を算出する。なお、BIM/CIM 適用業務における新たな見積り様

式に記載する費用については、BIM/CIM 業務で必要な費用のみ計上すること。 

 

表 4-4 直接経費を構成する項目と算出方法 

直接経費の項目 算出方法 

直接経費 (a)旅費交通費  計算式による。計算式は「積算基準（参考資

料）」を参照のこと。 

 (b)電子成果品作成費  計算式による。計算式は「土木設計業務等積

算基準」を参照のこと。 
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 (c)機材リース料・システム

管理費 

 調査職員が必要と認めた場合、XR(VR・AR・MR)

機材のリース料やBIM/CIMに関するシステム

管理費等を、BIM/CIM 適用業務に要する費用

として必要に応じて計上する。 

 (d)その他  必要に応じて計上する。 

 

4.2.3. その他原価 

 その他原価は、計算式により算定した額の範囲内とする。計算式は「土木設計業務等積算基 

準」を参照すること。  

 

4.2.4. 一般管理費等 

一般管理費等は計算式により算定した額の範囲内とする。計算式は「土木設計業務等積算基 

準」を参照すること。  

 

4.2.5. 個人（BIM/CIM 適用業務担当者以外の個人をいう）に委託する場合（諸謝金による場合

を除く。） 

4.2.1 直接人件費の積算、4.2.2 直接経費で示した構成と同一の方法により積算するものとす

る。4.2.3 その他原価、及び 4.2.4 一般管理費等については、算入しないものとする。 

 


